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１．はじめに
Paton and Littleton [1940］は，会計基準（accounting standard）を「脈絡
ある，相互に斉整せられた，首尾一貫した理論体系（a coherent, coordinated
and consistent body and doctrine)1)」の具現であると位置づけた。当該著書
が書かれてから60年あまり経過したが，会計基準は，一般には首尾一貫した
会計理論に沿って規定されていると考えられることが多い。
しかし，Paton and Littleton [1940］が主張したように，会計基準は本当
に会計理論だけで支えられているのであろうか。1970年代のアメリカでは，
会計政治化の問題が注目を浴びるようになると Paton and Littleton [1940］
の主張に陰りが見え始める。そのために，会計基準を説明するために，首尾
一貫した会計理論のかわりに，さまざまな新しい説明が試みられるようにな
った。たとえば，Zeff [1978］は，首尾一貫した会計理論よりも経済的帰結
（economic consequence）から会計問題を取り上げている。
我々は，こうした流れに沿って首尾一貫した会計理論よりも会計基準を
説明する方法を探究した結果，North [1990］で取り上げられた「経路依存
（path dependence)」を援用できないかと考えている。経路依存とは,「小
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さな出来事や偶然の事象の結果が解を決定し，それが支配的になると，人を
ある特定の経路に向かわせること2)」である3)。したがって，この概念に従え
ば，会計基準は，首尾一貫した会計理論というよりも小さな出来事や偶然の
事象（歴史事象）の結果であると考えることができる。そこで，歴史事象が
会計基準を規定しているかどうかを検討する必要性が生じる。
我々は，この問題意識に沿ってアメリカ及びイギリスの研究開発費会計に
ついて検討を加え，当時の特殊な歴史事象が会計基準を律することになった
ことを明らかにしてきた4)。本稿は，経路依存概念の適用拡張を目指すとと
もに，アメリカ研究開発費会計との関連研究を行うことができる理由から，
アメリカのソフトウェア会計について取り上げる。アメリカのソフトウェア
会計は，初期には研究開発費会計と同様に取り上げられたが，現在では研究
開発費会計の影響下から分離され，部分的に製造原価として処理されること
になった。しかしながら，ソフトウェア会計は，現在までに至る変遷の中で
会計思考の衝突が生じ，会計上の定義が紆余曲折した結果であった。この原
因は，研究開発費と製造原価に関わる認識問題（Gellein and Newman [1973]
p. 24）が会計的な教義によって抑えることができず，利害関係者の主観に
よって影響されたことに起因する。
そこで，本稿は，経路依存の概念にしたがってソフトウェア会計を分析す
ることで，ソフトウェア会計に関わる歴史事象を検討し，ソフトウェア会計
の変遷を明らかにする。その結果，ソフトウェア会計が歴史事象によって規
定されていることを明示する。さらに，ソフトウェア会計が現在の会計基準
へと至った重要な歴史事象についても検討を加えることにしたい。
以下，具体的な分析に入るわけであるが，本稿は次のように構成される。
第二章では，対象たるアメリカのソフトウェア会計について概説する。第三
章では，会計基準の背後にある会計思考の形成について分析をおこなう。第
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2) North [1990] p. 94（竹下訳［1994］124頁).
3) 経路依存概念の詳細については，中村［2002b］を参照。
4) 中村［2002a]；中村［2002b]。
四章では，現行基準たる SFAS No. 86の基準設定過程を分析し，基準設定に
影響のあった利害関係者の主観について分析する。第五章では，第三章及び
第四章の分析を受けて，ソフトウェア会計の変遷を整理する。第六章では，
ソフトウェア会計を規定した歴史事象を明らかにするとともに，今後の課題
について述べることにしたい。
２．アメリカのソフトウェア会計に関する会計基準
アメリカのソフトウェア会計を規定する会計基準には，使用目的（社内利
用・販売・リース用など)，ソフトウェアの取得経路（自社開発・購入)，会
計上の認識対象（費用認識・収益認識）などでいくつか種類の会計基準が存
在している5)。この中で，本稿で取り扱うのは，販売用自社開発コンピュー
ター・ソフトウェア原価（以下，ソフトウェア原価と略す）の会計処理を巡
るものである。ソフトウェア原価に関わる会計処理を規定する公開文書には
表２１に示すのものがある。
これらの会計基準を取り扱うに際して留意しなければならない点は，1984
年以前の公開文書がソフトウェア開発過程を明示的に意識して作成されてい
ないことである。ソフトウェア開発過程には様々な形態が存在しているが6)，
ここでは，システム調査・分析→基本設計→詳細設計7)→コーディング8)→テ
スト9)→保守10)という段階で示しておく11)。1984年以降の公開文書では，こう
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5) ソフトウェア収益認識については，AICPAより意見書第911（Statement of Posi-
tion No. 911）及び意見書第972（Statement of Position No. 972）が公表されて
いる。また，社内利用ソフトウェアについては，意見書第981（Statement of
Position No. 981）が公表されている。
6) 開発過程の段階分けについては，太田昭和監査法人・ビジネス・ブレイン太田昭
和編［1987］36頁を参照せよ。
7) ｢コンピューター・ソフトウェア製品の詳細設計であり，製品機能・特色及び技
術的要求をもっとも詳細かつ論理的な様式にし，コーディングの準備となるもの
(FASB [1985a] Paragraph 52)｡」
8) ｢詳細プログラム設計において規定されている要求を実行するためにコンピュー
ター言語で詳細命令を生成すること（FASB [1985a] Paragraph 52)｡」
9) ｢コーディングされたコンピューター・ソフトウェア製品が，製品設計において
述べられている機能・特色及び技術的性能要求に適合するかどうかを判定するた
したソフトウェア開発過程を明示的に意識して作成されることになる。
この留意点を踏まえた上で，本章では，研究対象とする表２１の公開文
書について概説していくことにする。
２.１．内国歳入庁の内国歳入庁歳入手続6921
アメリカにおいてソフトウェア会計の最初の公的な基準として発表された
ものは，連邦所得税申告に関わって，内国歳入庁 (Internal Revenue Service :
IRS）が1969年に公表した内国歳入庁歳入手続6921（Revenue Procedure
6921 : Rev. Proc. 6921）であった。この指針では，次のようにソフトウェ
ア開発費を規定していた。
「ソフトウェア開発費は，多くの面で1954年制定の内国歳入法第174条
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めに必要な段階を実行すること（FASB [1985a] Paragraph 52)｡」
10) ｢製品が顧客へ一般的に出荷可能となった後，誤謬を訂正し，又は製品を現在の
情報に基づき更新するために実施される活動（FASB [1985a] Paragraph 52)｡」
11) 桜井編著［1993］87頁。このモデルは，ウォーターフォール・モデルと呼ばれて
いる。
表２１ アメリカの販売用自社開発ソフトウェア会計に関わる公開文書
年 度 設 定 団 体 基 準 書
1969年
内国歳入庁（IRS）
(Internal Revenue Service)
内国歳入庁歳入手続6921（Rev. Proc. 6921)
(Revenue Procedure 6921)
1974年
財務会計基準審議会（FASB）
(Financial Accounting Standards Board)
財務会計基準書第２号（SFAS No. 2）
(Statement of Financial Accounting Standards No. 2)
1975年
財務会計基準審議会（FASB）
(Financial Accounting Standards Board)
FASB解釈書第６号（FIN No. 6）
(FASB Financial Interpretation No. 6)
1979年
財務会計基準審議会（FASB）
(Financial Accounting Standards Board)
FASB適用指針第792号（FTB No. 792）
(FASB Technical Bulletin 792)
1983年
証券取引委員会（SEC）
(Securities Exchange committee)
財務報告通牒第12号（FRR No. 12）
(Financial Reporting Release No. 12)
1984年
アメリカ公認会計士協会（AICPA）
(American Institute of Certificated Public Accountants)
問題提起書
(Issue Paper)
財務会計基準審議会（FASB）
(Financial Accounting Standards Board)
公開草案
(Exposure Draft)
1985年
財務会計基準審議会（FASB）
(Financial Accounting Standards Board)
財務会計基準書第86号（SFAS No. 86）
(Statement of Financial Accounting Standards No. 86)
に該当する試験研究費と非常によく似ているので，ソフトウェア開発費
について，試験研究費と類似した会計処理を行ってよい12)｡」
このように，IRSは，ソフトウェア開発費が試験研究費と類似すると考え
たのである。試験研究費に関する規定，内国歳入法 (Internal Revenue Code :
IRC）第174条に従えば，試験研究費の税務処理には，即時全額費用化ある
いは５年以下の資本化・償却の双方が認められている。したがって，ソフト
ウェア開発費も試験研究費に準じて，税務上費用化・資本化の双方が認めら
れることになった。
２.２．財務会計基準審議会の財務会計基準書第２号
他方，財務会計上においては，財務会計基準審議会（Financial Accounting
Standards Board : FASB）は，研究開発費会計における会計処理の問題に対
処するため13)，1974年10月に財務会計基準書第２号（Statement of Financial
Accounting Standards No. 2 : SFAS No. 2)「研究開発費会計（Accounting for
Research and Development Costs)」を発表した。この SFAS No. 2は，研究
開発費を即時全額費用化しなければならないと規定するとともに14)，ソフト
ウェア原価について次のような指針を述べている。
「コンピューター・ソフトウェアは，多種多様な目的のために開発され
る。それゆえ，個々のケースについて，ソフトウェアが開発される活動
の性質を第８10節の指針に照らして判断し，当該ソフトウェア原価が
それに該当するか否かを決定すべきである。たとえば，販売のために新
奇で高度なコンピューター・ソフトウェアの能力を開発する活動は，本
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12) Rev. Proc. 6921, CUM. BULL. 303 3.桜井編著［1993］34頁。
13) 当時，McDonnell Douglas社や Lockheed社などが巨額の研究開発費を資本化し
ており，研究開発費の資本化が問題となった。具体的には，中村［2002a］を参
照せよ。
14) FASB [1974a] Paragraph 12.
基準書でいうところの研究開発活動に該当する15)｡」
上記からわかるように，SFAS No. 2は，研究および開発の定義とそれら
に該当する活動および該当しない活動を定義する第８10節16)にしたがって，
新奇の販売用ソフトウェア開発活動が研究開発活動に該当すると規定してい
る。この例示は，ソフトウェア原価が研究開発費に準じて即時全額費用化す
べきという解釈を促進するであろう。ただし，SFAS No. 2は，ソフトウェ
ア原価の中には研究開発に該当する活動と該当しない活動があるとも指摘し
ている。したがって，SFAS No. 2の会計処理規定は明確ではなく，様々な
解釈を可能にするであろう。このため，FASB は，FASB 解釈書第６号と
FASB適用指針第792号を発表するに至る。
２.３．FASB解釈書第６号と FASB適用指針第792号
FASBは，SFAS No. 2の曖昧な定義に対処するため，1975年２月に FASB
解釈書第６号（FASB Financial Interpretation No. 6 : FIN No. 6)「コンピュー
ター・ソフトウェアへの基準書第２号の適用（Applicability of FASB State-
ment No. 2 to Computer Software)」を公表し，ソフトウェア原価の解釈を個
別に解説している。FIN No. 6は，研究開発費であってもソフトウェアに代
替用途があるかぎり，資本化しなければならないことを明確にし17)，ソフト
ウェア原価に関する SFAS No. 2の解釈を次のように明らかにしている。
「審議会の基準書第２号に関する意図は，販売または管理活動のために
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15) FASB [1974a] Paragraph 31.桜井編著［1993］145頁。
16) ｢研究（Research) 新しい製品やサービス，又は新しい生産方法や技術を開発
したり，又は既存製品や生産方法に重要な改良を加えるのに役立つところの，新
知識の発見を目的とする計画的な調査又は批判的研究である。開発（Develop-
ment) 研究の成果又はその知識を，新しい製品や生産方法に関する計画，設
計の形又は既存の製品や生産方法を著しく改良するための計画又は設計の形
に具現化することである。ここには，市場調査や市場での実験活動は含まれない
(FASB [1974c] paragraph 8；植野編［1982］76頁)｣。
17) FASB [1975] Paragraph 2.
企業で利用する，工程（process）の購入・開発・改善を研究開発活動
の定義から除外することにある。したがって，その限りにおいて，コン
ピューター・ソフトウェア原価は，販売または管理活動のために企業で
利用する工程の購入・開発・改良に含まれ，コンピューター・ソフトウ
ェア原価は，研究開発費ではない18)｡」
具体的に研究開発費に該当しない活動として，FIN No. 6は，次のような
ものあげている。
「他方，たとえば，既存製品を改善したり，製品を特定の要請または顧
客のニーズに適合させるための常規的かつ継続的な努力において発生し
たプログラミングとテストの原価は，研究開発ではない19)｡」
したがって，FIN No. 6は，一部のプログラミング（コーディングに相当）
とテストの原価は，研究開発費ではないと定義したのである。ただし，1979
年12月の FASB適用指針第792号（FASB Technical Bulletin 792 : FTB No.
792)「コンピューター・ソフトウェア原価（Computer Software Costs)」
は，研究開発費に該当しないソフトウェア原価について次のように述べてい
る。
「所与のソフトウェア製品または工程を製造するために発生した総原価
は，必ずしも研究開発費ではない。しかしながら，ソフトウェア製造
原価が研究開発費ではないという判断は，将来活動に対する棚卸資産
（inventoriable）あるいは繰延資産（deferrable）に該当することを必ず
しも意味しない。こうした判断は，ある状況を取り巻く事実および環境
すべてに応じて行われる20)｡」
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18) FASB [1975] Paragraph 4；桜井編著［1993］146頁。
19) FASB [1975] Paragraph 7.
このように，FTB No. 722に至るまでのソフトウェア原価に関する会計
基準の見解は，研究開発費会計を準用するとともに，ソフトウェア原価の定
義および会計処理に曖昧な部分が多いことがわかる。特に，ソフトウェア原
価がどこまで資本化可能であるかどうかという会計処理の問題についてはき
わめて曖昧な見解しか示していない。その結果，AICPAの問題提起書や証
券取引委員会のモラトリアムが公表されるという事態に発展し，会計基準の
必要性が高まることになる。
２.４．AICPAの問題提起書と証券取引委員会の FRR. No. 12
上記のような FASBの曖昧な会計基準の解釈を巡って，1980年代になっ
て民間組織と政府機関がその解釈を改善する活動を開始することになる。す
なわち，AICPAの専門委員会（Task Force）と証券取引委員会（Securities
Exchange Committee : SEC）の活動である。
まず，民間組織である AICPA の専門委員会の活動から取り上げる。
AICPAのコンピューター・ソフトウェアの開発及び販売の会計に関する専
門委員会（Task Force on Accounting for the Development and Sale of Comput-
er Software）は，1982年にコンピューター・ソフトウェア及びサービス工業
協会（Association of Data Processing Service Organization : ADAPSO)21)がソ
フトウェア会計に関する公開草案を提起し，その結果として設立された委員
会である22)。この専門委員会は，会計基準常任委員会（AcSEC）と ADAPSO
と全国会計人協会（NAA）の合同委員会であり23)，1984年２月に問題提起書
（Issue Paper)「販売・リース用ソフトウェア原価の会計（Accounting for
Costs of Software for Sale or Lease」を FASBに送付することになる。この
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20) FASB [1979] Paragraph 3.
21) ADAPSOは，1991年に Information Technology Association of America (ITAA）に
改名されている。
22) Morris, ed. [2001] p.p. 23.
23) Morris, ed. [2001] p.p 23.内訳は, 会計専門職から３人, ADAPSOから３人, NAA
から１人の合計７人である。
問題提起書では,「技術的実施可能性24)，市場可能性25)，財務可能性26)がソフ
トウェア開発費を資本化するまでに樹立されるべきである27)」と指摘すると
ともに，詳細プログラム設計・コーディング・テストを資本化すべきである
と提唱した。
次に，政府機関である SECの活動である。SECは，FASBのソフトウェ
ア原価に対する曖昧な見解と拡大する多様な実務に対処するために，1983年
４月14日にモラトリアム（SEC Release No. 336476）を発表する。このモ
ラトリアムは，1983年８月８日に財務報告通牒第12号（Financial Reporting
Release No. 12 : FRR No. 12)「外部者向け販売・リース用自社開発コンピュ
ーター・ソフトウェア原価の会計（Accounting for Costs of Internally Devel-
oping Computer Software for Sale or Lease to others)」として正式に決定さ
れることになる。
FRR No. 12は，1983年４月14日から FASBがソフトウェア会計に明確な
指針を示すまでの間，新たなソフトウェア原価の資本化採用を禁止するもの
である。それと同時に，FRR No. 12は，1983年４月14日以前に資本化を採
用していた企業に対して，ソフトウェア開発費の当期純資本化額を開示しな
ければならないことを要求する。このようにして，FASBによる会計基準の
設定が急務とされることになったのである。
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24) ｢企業は，製品がその設定仕様に合致するように生産され，その製造原価を信頼
性をもって見積もりうるようになるのに必要なすべての活動を完了していること
(FASB [1984] Paragraph 7；桜井編著［1993］148頁)｡」
25) ｢企業は，当該製品市場の範囲および期待される耐用年数を示唆する市場分析を
完了することによって，コンピューター・ソフトウェア製品市場があることを確
認していること（FASB [1984] Paragraph 7；桜井編著［1993］148頁)｡」
26) ｢企業は当該製品から得られる期待収益を評価し，①かつて資本化した原価と報
告期間に資本化すべき原価の合計額が，②ソフトウェアを生産，販売および維持
するための見積残存原価を見積将来収益から差し引いた額を下回ることを確認す
ること（FASB [1984] Paragraph 7；桜井編著［1993］148頁)｡」
27) Morris, ed. [2001] p.p 24.
２.５．公開草案と財務会計基準書第86号
こうした SECや AICPAの専門委員会の反応を受けて，FASBは，1984年
８月に公開草案（exposure draft)「販売・リース・その他市販目的のコンピ
ューター・ソフトウェア原価の会計（Accounting for the Costs of Computer
Software to Be Sold, Lease, or Otherwise Marketed)」を公表する。公開草案
は，ソフトウェア原価のうち研究開発に該当する活動と研究開発に該当しな
い活動を区別するに際して，次のような指針を明らかにする。
「計画，設計（製品設計および詳細設計の両方を含む）および販売・リ
ースなど市販目的のコンピューター・ソフトウェア製品の技術的実施可
能性を樹立するためのすべての原価は，研究開発費である。これらは，
FASB基準書『研究開発費会計』で要求しているように，発生時に費用
化しなければならない28)｡」
他方，研究開発費に該当しない活動は，次のような処理を要求している。
「回収可能性を樹立した後に発生した研究開発費以外の製品マスター製
造のための原価は，資本化しなければならない。これらの原価には，コ
ーディングとテストが含まれる。これらの原価の回収可能性が樹立され
なければ，発生時に費用化しなければならない29)｡」
以上の文言から明らかなように，公開草案は，詳細プログラムを研究開発
費として認識し，コーディングとテストを製造原価と認識する方向をとって
いる。特に，コーディングとテストの原価は，回収可能性を樹立した後に発
生した原価に含まれると規定している点が重要であろう。ここでいう回収可
能性とは，四つの要件，つまり技術的実施可能性，市場可能性，財務的可能
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28) FASB [1984] Paragraph 5；桜井編著［1993］147頁。
29) FASB [1984] Paragraph 6；桜井編著［1993］147頁。
性，経営者の支持30)をすべて満たすときに樹立されることになる。この四つ
の回収可能性が樹立された時，ソフトウェアの製品マスター31)は，製造原価
として処理しなければならないことになる。また，回収可能性の四つ要件は，
SFAS No. 2で提案された開発費の選択的資本化要件と酷似していることに
も注意が必要である32)。したがって，FASB公開草案は，研究開発費会計を
準用しつつ，コーディングとテストの資本化を強制したのである。
しかしながら，1985年８月に公表された財務会計基準書第86号（State-
ment of Financial Accounting Standards No. 86 : SFAS No. 86)「販売・リース
・その他市販目的のコンピューター・ソフトウェア原価の会計（Accounting
for the Costs of Computer Software to Be sold, Lease, or otherwise Marketed)」
では，回収可能性の要件を放棄し，技術的実施可能性の要件を拡充すること
により資本化要件が決定されることになった。この技術的実施可能性の要件
は，以下の通りである。
「本基準書の目的にとってコンピューター・ソフトウェア製品の技術的
実施可能性は，機能，特徴および技術的性能要求を含む製品仕様に適合
するように，製品の製作が可能であるということを確定するために必要
なすべての計画，設計，コーディングおよびテスト活動を企業が完了し
た時点において確定される。技術的実施可能性が確定された証拠として，
企業は少なくとも以下のまたはのいずれかの活動を行っていなけれ
ばならない。
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30) ｢企業は製品を生産し販売するのに必要な資源を獲得したか，または獲得できて
しかも経営者がそれに支持を与えていること（FASB [1984] Paragraph 7；桜井
編著［1993］148頁)｡」
31) 製品マスターは,「販売・リースなど市販目的のソフトウェア製品，書籍および
教育資材の複製可能な完成されたバージョン｣ と定義されている（FASB [1985a]
Paragraph 52)。
32) SFAS No. 2で提案された選択的資本化は，a.製品と工程の定義，b.技術的実現
可能性，c.市場性／有用性，d.経済的実現可能性，e.経営者の行動，f.純利益比
較の歪曲である（FASB [1974] paragraph 53)。このうち，ソフトウェア会計の
公開草案には，a.と f.以外が含まれていることになる。
コンピューター・ソフトウェア製品の製作過程が，詳細プログラム設計
を含む場合には，
製品設計，及び詳細プログラム設計が完了し，企業が当該製品を製作
するために必要な技能，ハードウェア及びソフトウェア技術が利用可
能であることを確定していること。
詳細プログラム設計の完了及び製品設計との首尾一貫性が，詳細プロ
グラム設計の文書化と，製品仕様への跡づけによって確認されている
こと。
詳細プログラム設計が，リスクの高い開発上の問題点（例えば，新奇
でユニークな立証されていない機能または特色及び技術革新）に関し
て検閲され，明示されたリスクの高い開発上の問題点に関連するいか
なる不確実性も，コーディング及びテストを通して解決されているこ
と。
コンピューター・ソフトウェア製品の製作過程が，上記に規定されて
いる側面を持つ詳細プログラム設計を含まない場合には，
ソフトウェア製品の製品設計及びワーキング・モデルが完了している
こと
ワーキング・モデルが完了し製品設計との一貫性がテストによって確
認されていること33)｡」
上記から明らかなように，技術的実施可能性が樹立したことを証明された
製品マスターは，製造原価として処理されることになる34)。ここで公開草案
と比較して注目すべき点が三つある。第一点は，SFAS No. 86がソフトウェ
ア原価の資本化要件に具体的な規準を採用している点である。第二点は，技
術的実施可能性の証明が最も早期で「詳細プロクラム設計の完了」と「ワー
キング・モデル35)の完了」という「二重規準」になっている点である。第三
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33) FASB [1985] Paragraph 4；桜井編著［1993］150頁。
34) FASB [1985] Paragraph 5.
点は，コーディングとテストが技術的実施可能性を樹立するためにも必要な
活動になっている点である。FASBは，公開草案からの変更理由について
「当該基準が主観的であり，提案基準の任意適用を実質的に認めることにな
る」ことが指摘されたと明らかにしている36)。この結果，SFAS No. 86は，
ソフトウェア原価の会計処理を技術的実施可能性で判断することになったの
である。
以上のように，技術的実施可能性が確定された後におこなわれたコーディ
ングとテストは，製品マスターの製造原価として資本化を強制されることに
なったのである37)。したがって，SFAS No. 86は，一部のコーディングとテ
ストの原価について，公開草案と同じく製造原価としての資本化を強制して
いるのである。
２.６．ソフトウェア会計と三つの会計思考
以上が現在までのアメリカの販売用自社開発コンピューター・ソフトウェ
ア（ソフトウェア原価）の会計基準の変遷である。まず，こうした会計基準
の変遷には，次のようなマクロ的な会計思考の変遷が存在していると推定で
きるであろう。
①ソフトウェア原価＝研究開発費＝資本化可能という会計思考の形成
（内国歳入庁歳入手続6621)。
②ソフトウェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化という会計思考の形
成（SFAS No.2)。
③ソフトウェア原価＝製造原価＝資本化という会計思考の形成（FIN
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35) ｢コンピューター・ソフトウェア製品の作業バージョンであり，最終的に市場に
出される製品のソフトウェア言語で完成され，当該製品に対して計画されたすべ
ての主要な機能を実行し，かつ，第一次的な顧客のテストに合うように整備され
ている（FASB [1985a] Paragraph 52)｡」
36) FASB [1985] Paragraph 85.
37) FASB [1985] Paragraph 6.
No. 6, FTB No. 792, AICPA問題提起書，公開草案，SFAS No. 86)。
これらの会計思考の中で注目すべきは，②から③への変遷である。すなわ
ち，ソフトウェア原価は,「研究開発費であるのか」あるいは「製造原価で
あるのか」という争いがある。この問題は，ソフトウェア原価が資本化でき
るかどうかという問題に直結する。すなわち，ソフトウェア原価が研究開発
費であれば，SFAS No. 2に従ってソフトウェア原価を即時全額費用化しな
ければならない。逆に，ソフトウェア原価が研究開発費ではなく製造原価で
あれば，ソフトウェア原価を資本化しなければならない。このように，ソフ
トウェア原価に関わる定義問題がソフトウェア原価の会計処理を規定するこ
とになる。
次に，ミクロ的な会計思考の問題としては，研究開発費と製造原価の線引
きについての問題がある。それは，ソフトウェア原価のうち，どの原価が資
本化可能であるかという問題である。この点について，AICPAの問題提起
書・公開草案・SFAS No. 86では見解が異なる。すなわち，詳細プログラム
設計とコーディングとテストに関する見解である。この点を整理すれば表
２２の通りになる。
では，このような会計思考の変遷あるいは資本化可能原価の相違がなぜ起
きてしまったのだろうか。上記の会計基準書の内容では，技術的実施可能性
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表２２ 各公開文書の資本化可能な原価
詳細プログラム設計 コーディングとテスト
問題提起書 資 本 化 資 本 化
公 開 草 案 費 用 化 資 本 化
SFAS No. 86
費 用 化
技術的実施可能性の確定以前＝費用化
技術的実施可能性の確定以後＝資本化
ワーキング・モデルの完了以前＝費用化
ワーキング・モデルの完了以後＝資本化
あるいは回収可能性などの会計理論に沿って，ソフトウェア原価の会計処理
が規定されている。しかし，当該公開文書の会計理論だけでは，ソフトウェ
ア原価の会計思考の変遷を理解することは不可能であろう。本稿では，
North [1990］の経路依存概念に従って，歴史事象の観点から「会計基準の
変遷がなぜ生じたのか（基準の変化)」及び「会計基準がなぜ継続している
のか（基準の継続)」を明らかにし，会計基準の変遷を明らかにする。その
結果，ソフトウェア会計が歴史事象や偶然性によって規定されていることを
明示する。さらに，ソフトウェア会計が現在の会計基準に至った重要な歴史
事象についても検討を加えることにしたい。
３．ソフトウェア会計と三つの会計思考の形成
本章では，ソフトウェア原価の会計基準のうち内国歳入庁歳入手続6921
（Rev. Proc. 6921）から FASB適用指針第792号（FTB No. 792）までの
状況を取り上げることで，三つの会計思考がどのように誕生してきたのかに
ついて考察する事にしたい。第一節では，①ソフトウェア原価＝研究開発費
＝資本化可能という会計思考の形成についての背景，第二節では，②ソフト
ウェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化という会計思考の形成についての
背景，第三節では，③ソフトウェア原価＝製造原価＝資本化という会計思考
の形成についての背景，を歴史事象に関連づけて導出する。
３.１．ソフトウェア原価＝研究開発費＝資本化可能という会計思考と IRS
の対応
本節では，ソフトウェア産業の誕生とそれに関わる内国歳入庁（IRS）の
対応について考察し，①ソフトウェア原価＝研究開発費＝資本化可能という
会計思考の形成の起源について検討する。具体的には，IBM 社（Interna-
tional Business Machine Corporation）の分離価格政策と IRSの内国歳入庁歳
入手続6921（Rev. Proc. 6921）を焦点とする。
はじめに，ソフトウェア産業の誕生について明らかにしよう。1969年６月
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以前においては，ソフトウェア市場というものがほとんど存在せず，したが
ってソフトウェア産業というものもほとんど存在しなかった。当時のアメリ
カでは，少数のハードウェア・メーカーがハードウェアとソフトウェアで抱
き合わせ（bundling）で販売していた38)。このため，ソフトウェアがハード
ウェアの一部として考えられるとともに，ソフトウェアの帰属部分に販売価
格が存在しなかった39)。したがって，ソフトウェアは，ハードウェアの付属
品として販売されると共に，会計上もハードウェアの付属品として処理され
ていた。
しかしながら，IBM社は，1969年６月にハードウェア価格からソフトウ
ェア価格を分離させる政策（分離価格政策）を実施する。この分離価格政策
によって，ソフトウェア市場とソフトウェア産業が拡大することになる。そ
こで，ソフトウェア会計の会計基準を誕生させる起源となった IBM社の分
離価格政策について明らかにしておこう。
IBM社の分離価格政策は，新聞紙上で IBM社の市場支配に対する反トラ
スト圧力に起因すると伝えられた40)。たとえば，The Wall Street Journal紙は，
IBM社が分離価格政策を採用した背景を次のように報じていた。
「IBMの実務は，コンピューター導入の20年間以上にわたって，別料
金なしで情報処理設備と様々なサービスを抱き合わせ（bundling）にす
るものであった。……中略……この実務は，IBM の12月６日の発表
［ソフトウェアの分離価格政策］後，すぐに司法省と競合企業四社が
IBMに対して提訴した反トラスト民事訴訟の主要問題の一つであった。
一部の競合企業は，こうした「無料」サービスと呼ばれるものが同サー
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38) Martin [1974] p. 119.主な企業は，IBM社，Honeywell社，Sperry Rand社，Bur-
roughs社，Control Data社，National Cash Register (NCR）社，Xerox Data Sys-
tem社，Digital Equipment社である。
39) McGee, ed. [1985a] p. v.
40) Martin [1974] p. 126 ; “The Software Explosion,” Business Automation 1968, Vol. 15,
No. 9, p. 27.当時の IBM社は，約70％の市場シェアを占有していた。
ビス市場における競合企業の事業を妨げ，コンピューター利用者に必
要のないサービスに代金を支払うように義務づけてきた点を強調す
る41)｡」
当時，連邦政府は，IBM社の抱き合わせ販売（bundling）が市場への参入
障壁を構成していると主張しており，これが1969年１月より始まった U.S.
v. IBMの争点一つであった42)。このため，IBM社は，連邦政府や同業者の
反トラスト圧力に対処するため，ハードウェアからソフトウェア価格の分離
することになった43)。ただし，IBMの分離価格政策に関しては，反トラスト
圧力ではないという見解も主張されている44)。原因がいずれにあるにせよ，
IBMの分離価格政策はソフトウェア産業を誕生させることとなり45)，ソフト
ウェア産業は，ハードウェア・ユーザー向けにソフトウェアを販売するよう
になったのである。
IBM社の分離価格政策実施後すぐに，IRSは，Rev. Proc. 6921を発表し，
ソフトウェアの連邦所得税上の税務指針を明らかにする。この背景について
は，Martin [1974］の見解が有用である。彼によれば，Rev. Proc. 6921は,
「IRS当局がソフトウェア原価の不適切な税務処理に注目し，ソフトウェア
原価を処理する指針を要請されていた」点に対応するものであった46)。こう
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41) The Wall Street Journal, June 24, 1969, p. 38.
42) Fisher, McKie and Mancke [1983] p. 204.
43) ｢IBM社は，反トラスト訴訟が提訴される前に別売（unbundling）についての研
究報告で次のように述べた｡『今日発表した拡大的な変更は，同業者と政府から
の告訴その他を考慮したものである』と IBM社は，昨日述べた（The Wall Street
Journal, June 24, 1969, p. 38.)｡」
44) Fisher, McGowan and Greenwood [1983] は，IBM社のソフトウェア別売決定
(unbundling）が次の二つの理由のために起こったと主張している（Fisher,
McGowan and Greenwood [1983] p. 176)。第一の理由は，IBM社が別料金なし
でサービスを提供することを重圧に感じるようになった点である。第二の理由は，
ソフトウェア料金とサービス料金の概念がソフトウェア・ハウスの参入・成功で
比較的受け入れられるようになった点である。
45) Computerworld, June 19, 1989, p. 6.
46) Martin [1974] p. 127.
した問題が最も大きかったのは，コンピューター・システムが集中してい
た，ニューヨーク市の展開であった47)。ニューヨークの IRS州事務所（na-
tional office）は，1969年１月に「ソフトウェア資本化に関するメモランダム
（Memorandum re Capitalization of Software)」を発表し，この中で「一年以
上の耐用年数のあるソフトウェアあるいはプログラムは，その有用期間にわ
たって償却しなければならない無形資産である」と述べている48)。
しかし，ニューヨーク地域のメモランダムでは，ソフトウェアの定義をし
たものの，その定義が「独特の概念」であったためにソフトウェアを適切な
税務分類に適合させることが難しかった49)。そこで，Rev. Proc. 6921は，
ソフトウェア開発費が「試験研究費」に類似している点を指摘し，試験研究
費と同様の会計処理を認めることで対応したのである。その結果，ソフトウ
ェア原価は，研究開発費として認識されるようになったのである。
以上のように，IBM社の分離価格政策の結果として，ソフトウェア産業
が誕生し，IRSがソフトウェア開発費を試験研究費（研究開発費）として分
類することで，ソフトウェア原価への初期対応が完成する。この結果が①ソ
フトウェア原価＝研究開発費＝資本化可能という会計思考の形成といえよう。
３.２．ソフトウェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化という会計思考と
資本化の乱用
前節で述べたように，ソフトウェア原価は，研究開発費として認識される
ようになったのだが，1974年10月に研究開発費に関する財務会計上の決定が
行われることになった。これが財務会計基準審議会（FASB）の財務会計基
準書第２号（SFAS No. 2）である。SFAS No. 2の基準設定では，ソフトウ
ェア原価も研究開発費との類似性から触れられることになった。本節では，
SFAS No. 2とソフトウェア原価との関係を巡る背景について分析し，②ソ
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47) Martin [1974] p. 127.
48) Martin [1974] p. 127 (quoted in Memorandum re Capitalization of Software, January
15, 1969).
49) Martin [1974] pp. 128129.
フトウェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化という会計思考の形成の起源
について検討する。
まず，ソフトウェア原価に関する SFAS No. 2 規定の検討に入る前に，
SFAS No. 2の背景について簡潔に説明しよう50)。SFAS No. 2は，研究開発
費に関わる問題，特に研究開発費の資本化乱用に対処するために，即時全額
費用化を規定することになった。具体的な問題としては，General Dynamics
社やMemorex社などの会計処理に見られるように，巨額の研究開発費を資
本化するとともに，その後に巨額の研究開発費が一度に費用化するという
実務が存在していた事に起因する。当時においても，Lockheed 社や Mc-
Donnell Douglas社などが巨額の研究開発費を資本化していた。また，ソフ
トウェア産業でも1960年代および1970年代初頭には，成功しなかったソフト
ウェア・ベンチャーを資本化し，巨額のライト・オフをおこなった経緯もあ
る51)。このような実務は，特に投資家の研究開発費の資本化に対する認識を
悪化させるに十分なものであった。したがって，SFAS No. 2は，研究開発
費の資本化乱用を防止するために，大多数の実務であった即時全額費用化を
会計基準として採用したのである。
このようにして SFAS No. 2が設定されるに至るが，SFAS No. 2の基準設
定では，ソフトウェア原価が研究開発費に含まれるかどうかという点につい
て問題となった52)。たとえば，次のような見解が公開草案の返答でなされて
いた。
「公開草案は，コンピューター・ソフトウェア原価を含む意図があるか
どうか全く明らかではない。……中略……我々は，研究開発費と考えら
れるべき原価の指針に沿って（in order for costs)，外部者による販売・
利用を意図した製品・サービスの開発・改良を研究開発に関連づけら
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50) SFAS No.2の基準設定については，中村［2002a］を参照せよ。
51) FASB [1985b] pp. 273, 479.
52) FASB [1974b] Paragraph 31..
れなければならない点を強調すべきであると提案する（General Tele-
phone and Electronics Corporation)53)｡」
「公開草案のいたるところで，コンピューター・プログラム原価の処理
に明瞭性が欠如している。Paragraph 6の定義と Paragraph 7の研究開発
に含まれる活動の種類は，コンピューター・ソフトウェアを含むと解釈
できるけれども，これは不明確である（Touche Ross and Co.)54)｡」
こうした見解に対応するために示されたのが，上述した SFAS No. 2 の
Paragraph 31である。そして，この解釈は，多様な解釈を引き出すものであ
ったが，新奇の販売用ソフトウェア開発活動が研究開発活動に該当すると例
示している以上，販売用ソフトウェア原価は，研究開発費に準じてすべて即
時全額費用化しなければならないと解釈できるであろう。ここに，本節で初
めに議論した点，つまり SFAS No. 2が一部企業による研究開発費の資本化
乱用に対応したものであった点が大きく関与してくる。
すなわち，ソフトウェア原価の性質が研究開発費の性質と同様に捉えられ
てきた以上，ソフトウェア原価の資本化は，研究開発費の資本化と同様に捉
えられる可能性がある。その結果，人々は，研究開発費の資本化乱用がソフ
トウェア原価でも生じると考えたのではなかろうか。その結果，ソフトウェ
ア原価も研究開発費と同様に即時全額費用化すべきという会計思考を生み出
されることになったのではないだろうか。
以上のように，研究開発費の資本化乱用のために，SFAS No. 2が誕生し，
その関連上ソフトウェア原価についても規定されることになった。この結果，
②ソフトウェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化という会計思考が形成さ
れたといえよう。この会計思考は，特に投資家側に受け入れられるとともに，
SFAS No. 86までの実務をほぼ支配することになる。
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53) FASB [1974b] p. 265.
54) FASB [1974b] p. 553.
３.３．ソフトウェア原価＝製造原価＝資本化という会計思考と IBM社の実
務
SFAS No. 2は，ソフトウェア原価には研究開発費に該当する活動と研究
開発費に該当しない活動があることを明らかにしたわけであるが，それを具
体的に示していない。このため，ソフトウェア原価は，研究開発費に該当
するかどうかという問題が生じた。FASBは，この問題に対処するために，
FASB解釈書第６号（FIN No. 6）および FASB適用指針第792 号（FTB No.
792）を公表することになった。本節では，これらの基準書の前提となる
③ソフトウェア原価＝製造原価＝資本化という会計思考について検討する。
しかしながら，③の会計思考を検討するにあたって，大きな問題に遭遇す
ることになる。それは，SFAS No. 86以前の会計実務が②の会計思考によっ
て圧倒的に支配されていたという事実に起因する。この結果,「③の会計思
考は，なぜ②の会計思考が圧倒的に支配する中で台頭してくるのか」という
問題が生じる。したがって，③の会計思考を検討するに当たっては，ソフト
ウェア原価の資本化が例外的な会計実務でしかないにもかかわらず，SFAS
No. 2の解釈が③の会計思考へと変更されていく理由を解決しなければなら
ないのである。
特に，③の会計思考は，②の会計思考（SFAS No. 2）と対立する以上，こ
れに拮抗する力を必要とする。そのためには，例外的な資本化実務がその正
当性をより強く主張できなければならない。ここでは，これらの要件に適合
する実務として IBM社の実務を取り上げることにする55)。IBM社は，1983
年の年次報告書において過去５年間のプログラム製品投資20億ドルのうち13
億ドルが未償却であることを明らかにしている企業である56)。
ここで，いくつかの資本化企業の中から IBM社の実務を取り上げる理由
は，次のとおりである。まず，IBM社は，当時通称「Big Blue｣57)と称され
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55) その他の代表的な資本化企業としては， International Telephone & Telegraph社
(ITT社）やManagement Science America社がある。
56) International Business Machine, [1983], Annual Report, p. 29. FASB [1985c] p. 181
によれば，1984年度は，16億ドルである。
る大企業であり，情報機器産業において圧倒的な市場シェアを占有していた
点である58)。このため，超優良企業たる IBM社が1969年以降資本化を採用
し続けたことは，③の会計思考の形成にとって重要であると考えられる。次
に，後に立証することになるのだが，IBM社の資本化実務は，FASBの基準
設定に対して大きな影響力をもつことになった点である。したがって，IBM
社は，FASBの会計基準設定に対して資本化の正当性を訴えるだけの発言力
があるといえる。そこで，本節では，IBM社の資本化実務について取り上
げることにしたい。
IBM社の資本化実務の起源は，1969年の分離価格政策の発表にまで遡る。
IBM社の資本化実務は，1969年６月23日の分離価格政策に伴う経営実務の
変更にともなって導入されたものである。この経営実務とは,「ライセンス
ド・プログラム・マネジメント・サイクル（Licensed Program Management
Cycle)」と呼ばれるソフトウェア開発体制であり，計画59)・アーキテクチ
ャ60)・明細書（specifications)61)・設計実施62)・実施統合63)・サポート64)という
六段階に分割されている。
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57) ｢Big Blue」とは，①IBMのロゴがブルーであること，②営業マンが紺色の背広
姿であること，③ブルー・チップ（優良株）のうちのブルー（超一流株）である
ことに起因している（青木訳［1987］443頁)。
58) 1983年の IBM社の各市場占有率は以下の通りである。メインフレーム73％（１
位)，パーソナル・コンピューター28％（１位)，ソフトウェア30％（１位)，パ
ーソナル・コンピューター・ソフトウェア10％（１位）である（Computerworld,
1984, 12, 31, p. 124)。
59) ｢ライセンス・プログラム開発用の技術プランを作成する段階（FASB [1985b] p.
223)｣。
60) ｢プログラムに開発資金を投入するために初期明細書の定義とプログラム・プラ
ンの承認を行う段階（FASB [1985b] p. 223)｣。
61) ｢プログラム開発を継続し，アメリカ市場および非アメリカ市場へのマーケテ
ィングにコミットするに十分な適切な機能があるかどうかの合意を得る段階
(FASB [1985b] p. 224)｡」
62) ｢プログラム・コーディングとプログラムの証明テストを完了させ，発売発表を
行う段階（FASB [1985b] p. 224)｡」
63) ｢プログラムと必要テストを完了させ，プログラムを市場へと発売し，続行プロ
グラムと改良プログラムを再検討する段階（FASB [1985b] p. 225)｡」
64) ｢発売後６ヶ月から１年でプログラムの業績とコスト計画に適合するかどうかを
再検討する段階（FASB [1985b] p. 226)｡」
ここで注目すべきは，IBM社のソフトウェア開発過程が liner processと
されている点である。ソフトウェア開発過程を liner processとすることは，
各段階のコストを把握できるようにし，研究開発と製造原価の分岐点を設定
することができる。それは，ソフトウェア原価のうちの製造原価部分が明確
に認識できることを意味する。具体的には，IBM社は，このソフトウェア
開発体制に従って次のような資本化処理を採用することになる。
「１．プログラム設計のための概念形成および知識変換（translation of
knowledge）に発生した原価は，高度なリスクのある支出であり，
期間費用として利益に計上されることになる。
２．設計以後に発生した原価は，コード・テスト・業績測定・修正・再
テスト・使用可能なプログラムとしての発売を証明されており，繰
り延べられ，プログラムの製品の推定収益期間にわたって計上する。
繰延費用に関連するリスクは，プログラム製品が適切に評価された
ことを保証するために，進行（on-going）基準で評価される。
３．サポート・サービス費用は，発生時に費用化される65)｡」
IBM社は，この資本化実務に基づき，設計実施・実施統合段階66)で生じた
コーディング・テストに発生した原価を繰り延べる方針を採用する。この結
果が③の会計思考を促進させたのではないかと考えられる。特に，IBM社
は，同社の会計実務が SFAS No. 2にも準じており，自社のコーディングと
テストの資本化実務を次のように正当化している。
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65) FASB [1985b] pp. 226227.
66) この段階は，コーディング・テスト活動であり，次のような原価が含まれるとさ
れている（FASB [1985b] p. 230)。プログラマー・コーディング，調査，モジュ
ール・テストなどのその他すべてのコーディング活動。設計訂正，発売とコンピ
ューター処理に固有のトラブル，バグ取りサポート，発売計画。機能テスト，比
較可能テスト，プログラミング・ツールおよびフィールド・テスト・プログラム
を含む統合パフォーマンス・テスト。コーディングとテスト活動をサポートする
ための，プログラム発売前のすべての文書および編集および出版物の再書き込み
活動。
「プログラムが明確に定義され，プログラムに帰属するすべての原価が
認識できること。
プログラムを実施するために必要な技術的正当性が実証されているこ
と。
経営者がコーディングとテストの成功を前提にしてプログラムの生産
・流通の意図を示していること。
プログラムの将来市場を明確に示唆できること。
プログラムを完成させ，世界規模でプログラムを流通・サービス提供
できる，十分な資源が存在すること67)｡」
明らかなように，IBM社の資本化要件は，SFAS No. 2で放棄されたはず
の選択的資本化の要件である。また，この要件の一部あるいは全てが
AICPAの問題提起書および公開草案でも採用されることになる。したがっ
て，IBM社の実務は，会計基準書および公開文書に大きな影響力のある実
務であったということができるであろう。このようにして，IBM社の実務
は，③の会計思考を促進し，FASBの会計基準へと大きな影響を与えたので
はないだろうか。その結果，SFAS No. 2，FIN No. 6および FTB No. 792が
③の会計思考に従って解釈されるという状況を生みだし，さらには SFAS
No. 86 の結論を導いたのではないかと推定できる点がある。
ここで重要なことは，IBM社の解釈が次の二つのソフトウェア産業の事
情と結びついて，ソフトウェア原価の資本化を促進することである。
まず，ソフトウェア産業は，労働集約産業であるとともに比較的小規模な
企業が多いという事情がある。したがって,「膨大な人件費を抱える一方で
これといっためぼしい有形資産を備えているものはほとんど」なく，財務諸
表の劣悪さを映し出すことになる68)。そこで，ソフトウェア産業は，研究開
発費を資本化することで資産と利益を過大評価し，財務諸表の劣悪さを改善
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67) FASB [1985b] p. 232.
68) Miller, Redding and Bahnson [1999] pp. 124125.
しようとするであろう。
次に，Horwitz and Kolodny [1980］が指摘しているように，小規模・
High-Tech企業群は,「洗練されていない投資家（unsophisticated investors)」
からの投資額が大きいという事情がある69)。したがって，企業と投資家間の
情報伝達手段が限定されることになり，企業と投資家との情報の非対称性が
大きくなる。そこで，ソフトウェア産業は，情報の非対称性を緩和するため
にソフトウェア原価を資本化し，投資家に正確な開発情報を提供しようとし
たり，投資家を誘導しようとする。実際に，Aboody and Lev [1998］の研究
によれば，小規模・低収益・高負債・高開発費の企業がより多くの研究開発
費を資本化すると指摘している70)。
結果として，IBM社の資本化方針→会計基準の曖昧な解釈→ソフトウェ
ア産業内での採用という流れが③の会計思考を広げてしまったのである。こ
れが③ソフトウェア原価＝製造原価＝資本化という会計思考の形成の基盤と
なったのである。
４．SFAS No. 86設定過程の分析
上記で分析してきたように，アメリカのソフトウェア会計には，三つの会
計思考が存在してきた。まず，①ソフトウェア原価＝研究開発費＝資本化可
能という会計思考は，ソフトウェア会計の起源および税法規定に関するもの
であった。そして，②ソフトウェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化とい
う会計思考は，SFAS No. 2の設定により誕生する。最後に，③ソフトウェ
ア原価＝製造原価＝資本化という会計思考は，IBM社と一部企業の採用に
よって広がった思考であった。ただし，①の会計思考は財務会計上では1974
年の SFAS No. 2 のために崩壊している。したがって，SFAS No. 2 から
SFAS No. 86までは，財務会計上においては②の会計思考と③の会計思考の
併存・競合体制である。
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69) Horwitz and Kolodny [1980] pp. 4751.
70) Aboody and Lev [1998] pp. 168169.
この併存・競合体制に終止符を打ったのが SFAS No. 86であり，その設定
過程ではソフトウェア原価に関して「研究開発対製造原価」及び「費用化対
資本化」の論争が激しく行われることとなった。本章では，SFAS No. 86設
定過程を利害関係者別（企業と投資家）に分析し，SFAS No. 86の設定要因
を考察する。なお，本稿の SFAS No. 86設定過程とは，SECのFRR No. 12
から SFAS No. 86の発表までを意味するものとして使用する。第一節では，
企業の見解を，第二節では IBM社の影響を，第三節では投資家（財務アナ
リスト）見解を明らかにしていく。
４.１．企業の見解
具体的な SFAS No. 86設定過程を考察する前に，当時の企業の会計実務に
ついて確認することにしよう。McGee [1984/1985a］は，アンケート調査を
もちいて，表４１のように当時のソフトウェア会計の実務を明らかにして
いる71)。
表４１から明らかなように，購入ソフトウェア原価は半数程度資本化さ
れているのに対して，販売用自社開発ソフトウェア原価はほとんど費用化さ
れている。したがって，当時の支配的な実務は，販売用自社開発ソフトウェ
ア原価を費用化することであり，一般に受け入れられた会計原則（General
Accepted Accounting Princip6les : GAAP）の実務解釈は，ソフトウェア原価
を研究開発費として費用化することであった72)。また，McGee [1985a］の
調査は，費用化理由が「研究開発であること」及び「実現に関する不確実性
があること」であり，資本化理由が「資産性」および「対応原則」にあるこ
とを示している73)。このような現状下において，SFAS No. 86設定過程が開
始されたのである。
まず，証券取引委員会（SEC）がモラトリアムを発表した際の企業の反応
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第２号26
71) McGee [1984］の調査は，88社（公開会社51社・閉鎖会社37社）からの有効回答
を得ている。
72) Burns and Peterson [1982] p. 53.
73) McGee [1985a] pp. 5556.
について注目することにしよう74)。これらの反応は，資本化禁止への反対コ
メントから構成されており，最終的にモラトリアムの要件を開示要件のみに
絞るべきであると主張するものであった。反対理由は，競争上の影響を指摘
するものであり,「資本化実務を採用できない企業は，次のような理由で成
長に必要な資金を獲得するために資本市場で十分に競争できない。すなわち，
財務諸表が資本化を継続して認められた産業と比較して悪い（suffer）とい
う事実のためである75)」と主張した。
以上のように，企業群は，SECの資本化禁止命令に対して資本市場での
「競争上の問題」を指摘することによって反対していることが伺える。この
点からみれば，企業群は，ソフトウェア原価の資本化に対して賛成している
ようにみえるが，FASBの公開草案に対する反応では全く異なる反応が観測
できる。そこで，FASBの職種分類にしたがって公開草案に対する回答結果
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74) 財務報告指針概要書（Codification of Financial Reporting Policies)§218.02.によ
れば，SECは，1983年５月31日までのコメント期間に49通のコメントを受け取
っている。このコメントは，産業と関連団体，監査法人，その他から構成
されている。
75) 財務報告指針概要書（Codification of Financial Reporting Policies)§218.02.a.
表４１ ソフトウェア原価の会計処理
購 入 自社開発
内部利用 再販売 内部利用 販 売
費 用 化 30 48 83 75
内）閉鎖会社 16 25 36 29
内）公開会社 14 23 47 46
資 本 化 58 40 5 13
内）閉鎖会社 21 12 1 8
内）公開会社 37 28 4 5
総 計 88 88 88 88
McGee[1984] p.258より
を示せば表４２の通りである76)。
上表から明らかなように，ソフトウェア産業が費用化を支持しており，そ
の他の産業が資本化を支持していることが伺える。ここで重要なことは，ソ
フトウェア産業の費用化支持が大企業および小企業をとわずに行われている
ことである77)。この結果は，SECのモラトリアムに対する反応とはまったく
異なる結果である。では，企業は，どのような理由で公開草案に反対したの
であろうか。表４３は，主な反対理由を集計した結果である。
主要理由は,「リスク及び不確実性｣，｢開発過程の定義問題｣，｢財務諸表
の信頼性の低下」に絞ることができるが，それらは公開草案実施によって生
じる企業の負担と密接に関係している。したがって，公開草案への反対理由
は，企業の負担のコメントに換言することができる。以下，それぞれについ
て考察していく。
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76) この回答結果は，McGee, Williams and Frazier [1991］の結果と異なっている。
主な理由は，本調査が資本化対費用化で分別したのに対して，McGee, Williams
and Frazier [1991］の研究では，公開草案に賛成対反対で分別したことに起因す
る。たとえば，ソフトウェア産業に属する Infodata System社は，資本化企業で
あり，自社の資本化規準を解説しているが,「我々は，既存の公開草案が実施さ
れることを勧告しているわけではない」と述べている（FASB [1985b] p. 910)。
77) McGee, Williams and Frazier [1991] p. 281.
表４２ 公開草案に対する回答結果
団 体 資本化 費用化 分類不能 総 数
ソフトウェア産業 41 65 9 115
その他の産業 14 8 1 23
証 券 1 17 0 18
会 計 士 13 12 9 34
銀 行 0 1 0 1
政 府 2 0 0 2
そ の 他 5 6 6 17
合 計 76 109 25 210
第一に,「リスク及び不確実性」の問題である。技術リスクおよび競争リ
スクのために，ソフトウェア原価の推定収益や耐用年数等の推定が難しい。
特に，回収可能性の要件は，曖昧であるために，企業や監査人が具体的な記
帳・会計・監査システムを構築する必要性に迫られる。したがって，企業は，
監査や内部会計システムの構築に費用をかけなければならないことになる。
第二に,「開発過程の定義問題」である。この問題は，二つの側面で企業
に負担をかけることになる。まず，多くの企業のソフトウェア開発過程が
interactive processであり，ソフトウェア原価を研究開発と製造原価に分別
することが困難である78)。したがって，コスト分類のために技術スタッフの
教育あるいは会計スタッフの配置などの内部会計システムの構築費用がかか
ることになる。これは，単に開発スタッフへの一般管理業務の負担を示すだ
けではなく，一般管理業務の負担による心理的なコストも包有するものであ
る。たとえば，次のような見解が典型的である。
「企業独自の創造過程に対して非生産活動を賦課することから心理的コ
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78) FASB [1985a] Paragraph 30.
表４３ 企業の反応
支持意見 意見数 反 対 理 由 意見数
費用化 65
リスク及び不確実性（収益および耐用年数等の推定） 46
開発過程の定義問題（製造原価と研究開発の区別等） 45
財務諸表の信頼性の低下（主観的判断及び乱用等） 41
比較可能性・一貫性の低下 34
利用者の有用性がない 27
内部会計システムの構築費用 29
所得税増加（IRSの税法改正を含む） 23
監査料金増加 21
SFAS No. 2と対立（ハードウェア対ソフトウェア） 15
ストが生じる。開発スタッフが管理業務に忙殺されることで，機会とモ
ラルが失われる。開発スタッフの時間と能力を最大限に利用すること
が我々の望みである。公開草案で特定化された状況に適合するために
必要な時間と詳細なプロジェクト記録は,『最適利用』とは考えられな
い（Microsoft社)79)｡」
次に，もっと重要なことは，公開草案が一部のソフトウェア原価の定義を
研究開発から製造原価へと変更しているために，税法上の研究開発に対す
る優遇処置80)を受けられないものにしてしまう可能性がある。実際，IRSが
1983年１月に税法上の研究開発の定義からソフトウェア開発費を除外する提
案規制（§1.1742）を発表しており，財務省は多くの企業のロビイング活
動を受けた後に改正を断念した経緯がある81)。したがって，FASBの公開草
案は，廃案になったはずの IRSの税法改正を促進するのではないかと考え
られたのである。
第三に,「財務諸表の信頼性の低下」である。公開草案による資本化強制
は，ソフトウェア産業が資本化を乱用していると判断される可能性を生み出
す。後に詳述することになるが，投資家（特にアナリスト）は，②ソフトウ
ェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化という会計思考を堅持しており，研
究開発費であるという強い認識をもっている。したがって，投資家は，企業
の資本化方針あるいは資本化による利益を信用せず，ソフトウェア産業に投
資しないことにもなりかねない。
上記の分析からわかるように，資本化企業が少数しか存在せず，しかも資
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79) FASB [1985b] p. 947.
80) ソフトウェア産業は，当時 Rev. Proc. 6921に従って発生時損金処理を認められ
るとともに，内国歳入法44Ｆに従って，基準年度の平均試験研究費額を超過する
額について25％の所得税控除（Research Credit）を受けることができた。特に，
McGee [1984］によれば，研究控除は，販売用自社開発ソフトウェアについて88
社中64社（72.7％）が採用していることが明らかになっている（McGee [1984]
p. 262)。
81) FASB [1985] p. 554556.この点は，Morgan Stanley社（証券）が詳細にコメン
トしており，本稿もこれに従っている。
本化賛成企業が費用化賛成企業よりも少ないことがわかる。それにもかかわ
らず，なぜ公開草案や SFAS No. 86が資本化を一貫して採用されるのであろ
うか。この点に関して，次節で検討することにしたい。
４.２．IBM社の公開草案への影響
これまでいくつかの分析をソフトウェア会計に加えてきたわけであるが，
いまだ SFAS No. 86設定過程で資本化が優勢となる要因がはっきりしない。
特に，多数のソフトウェア産業と投資家（財務アナリスト）が反対しており，
ましてや当時の支配的な会計実務は費用化である。これに対して，FASBの
公開文書は，公開草案から SFAS No. 86の修正を加味しても，一部のソフト
ウェア原価の資本化を認める基本方針を堅持している。では，この資本化方
針はどのように公開草案として採用され，SFAS No. 86は多数の反対意見を
どのように調整したのであろうか。
公開文書としての資本化方針は，AICPAの問題提起書にまで遡ることが
できる。しかし，これら過程では，資本化方針が採用される理由として表面
的でしかなく，それ以上に遡る必要がある。では，AICPAの問題提起書や
公開草案や SFAS No. 86が資本化を採用する背景は，どのようなものであろ
うか。やはり，これは３.３．で詳述した IBM社の資本化実務に起因した
背景が大きな影響をもたらしていたと考えられる。たとえば，公開草案の
Public Recordの中では，次のような見解が示されている。
「IBM社は，資本化を前提にして経営するので［公開草案に］賛成す
ると，我々は認識している。しかしながら，Oracle社は,『シリコン・
バレー』の大部分の企業と共に，費用化を前提にして経営する（Oracle
社)82)｡」
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82) FASB [1985b] p. 538.
「我々は，ある種のソフトウェア開発に関連する原価の資本化を正当
化する点があることを認める。……中略…… IBM社を含む数社は，現
在，ある種のソフトウェア開発活動の原価を資本化している。IBM社
の場合には，累積資本化額が10億ドルを超えた（Alex. Brown & Sons
社)83)｡」
いずれの見解も IBM社の実務を指摘するとともに，IBM社の資本化実務
が資本化の主張を支える要因になっていることを示している。これは，IBM
社の資本化実務が公開草案に大きな影響を与えたことを示唆する証拠といえ
る。実際，公開草案は，コーディングとテストに関わる原価を資本化しなけ
ればならないと規定しており，IBM社の実務と一致していたのである。
さらに，FASBの公聴会においても IBM社が会計基準書にもたらした影
響を次の二つの事実からも推定できる。第一は，IBM社は，多くの団体が
FASBの公聴会で公開草案に反対する中で賛成しているという事実である84)。
第二は，公聴会における財務担当重役協会（Financial Executive Institute :
FEI）の代表者の一人が IBM社の財務部長補佐の John Stewart氏であり，
FEIの立場も公開草案を支持するという事実である85)。したがって，IBM社
は，少なくとも FEIの見解に対しても影響力があったといえるであろう。
このように，IBM社の資本化実務は公開草案の設定に対して大きな影響
をもたらしている。ここで注目すべきは，IBM社の資本化実務が公開草案
で採用されるということによって，同時に IBM社の会計実務とソフトウェ
ア開発体制を他社に押しつける可能性があったという点である。これは，公
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83) FASB [1985b] p. 496.
84) McGee [1985b] p. 61 ; FASB [1985b] pp. 207240 ; FASB [1985c] pp. 173196.公
聴会では，証言者の三分の一が費用化に賛成し，三分の二が資本化に賛成し，80
％以上の証言者が費用化賛成・詳細プログラムの資本化賛成のために公開草案に
反対した（McGee [1985b] p. 61)。
85) FEIの代表者は，Stewart氏と副会長の Joseph Sciarrino氏であるが，プレゼンテ
ーションおよび質疑応答のほとんどを Stewart 氏がおこなっている（FASB
[1985c] pp. 564585)。
開草案が IBM社のソフトウェア開発体制を前提として資本化方針をそのま
ま取り込んでしまったことで具体化している。このため，多くの企業がソフ
トウェア開発過程についての見解から公開草案に対して反対する。具体的に
は，IBM社が開発過程を linear processとして整備しているのに対して86)，
大多数のソフトウェア産業が interactive processであると主張してした点で
ある。そこで，各社の経営実務と会計実務の関係について検討することにし
たい。
まず，開発過程に対する見解（linear process vs interactive process）につ
いて整理しよう。開発過程に対する見解は，公開草案に対して Position
Paperを送付したソフトウェア産業115社のうち，63社から得ることができ
た。linear processと認識できる企業がわずか８社であるのに対して，inter-
active processと認識できる企業が55社に上る。したがって，公開草案が想
定するような linear processでは，ソフトウェア開発活動が現実としてほと
んど行われていない。
この原因は，ソフトウェア開発上の技術上の問題が大きく関連しており,
「第四世代コンピューター言語（fourth generation computer language)」の
活用によって詳細プログラム設計とコーディング活動が部分的に融合してし
まったのである87)。この結果，コーディング活動は，詳細プログラム設計の
完了を待たずして開始されることになり，ソフトウェア開発過程は，実際的
には interactive processとなっていたと考えられる。ただし，この技術上の
問題は，それぞれ資本化企業と費用化企業で異なる解釈がなされている。す
なわち，分離できないのであれば，すべて費用化すべきという見解とすべて
資本化すべきという解釈である。この点を前提にして，各企業の見解を整理
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86) IBM社のプログラム部門副社長 Earl Wheeler氏は,「開発過程は，設計と製造の
分離および業績管理がほとんどできない，interactive processであった（FASB
[1985c] p. 176)」と述べているが，｢今日では設計活動と製造活動を区別できる
ツールとディスプリンがある（FASB [1985c] p. 179)」と述べている。
87) FASB [1985b] p. 523.これは，詳細プログラム設計から自動的にコーディングが
可能になったことに起因する。
すれば次の通りになる88)。
上表から明らかなように，会計処理／開発過程の見解には，主に三タイプ
の企業が存在する。すなわち，資本化／linearと資本化／interactiveと費用
化／interactiveの企業であり，これらの立場は，順番に公開草案，AICPAの
問題提起書，支配的な実務という主たる支持層へと変換できるであろう。こ
こで問題となるのは，資本化／linearの立場が公開草案として採用されてし
まったために，費用化／interactiveと資本化／interactiveの企業が会計実務
の変更ばかりだけでなくその開発過程をも適合させる必要に迫られる点であ
る。すなわち，会計基準の改変に伴う開発過程の見直しである。
その結果，費用化／interactiveと資本化／interactiveの企業は，大幅な開
発体制を改変せまられる。具体的には，前節で示したように，内部会計シス
テムの整備，さらにそれに伴う開発スタッフに対する一般管理業務の負担が
生じる。特に，IBM社が長年をかけて開発してきたような内部会計システ
ムを展開することには，他社にとって大きな負担であったと思われる。
そこで，SFAS No. 86では，こうした開発体制と会計処理の相違に配慮す
るための調整を行っている。その一つが技術的実施可能性の要件を最も早期
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88) 各分類に適合する主要企業は以下の通りである。資本化／linearBurroughs社，
IBM 社，Management Science America 社。資本化／interactiveAGS Computer
社（ADAPSO の前議長会社および財務方針委員会の議長会社)，Information
General 社，Mid-Continent Computer Service 社。費用化／interactiveCullinet
Software 社，Digital Equipment 社，Hewlett Packard 社（American Electronics
Associationの公聴会発言会社)，Honeywell社，Lotus Development社，Microsoft
社，NCR社，Texas Instrument社。
表４４ 開発過程の見解と会計処理の見解（括弧内は詳細プログラムの資本化)
linear process interactive process 合 計
資本化 8(4) 13(9) 21(13)
費用化 0 41 41
分類不能 0 1 1
合 計 8 55 63
で「詳細プロクラム設計の完了」と「ワーキング・モデルの完了」という二
重規準にし，様々な開発体制にも対応しようとしている。そして，もう一つ
は，コーディングとテストが技術的実施可能性を樹立するのに必要な活動に
も含めることである。この二つの要件に従えば，interactiveの企業は，ソフ
トウェア開発過程を明確に分離する必要に迫られない。また，費用化／in-
teractiveは，コーディングとテストを費用化することもできる。この結果，
IBM社の資本化実務をそのまま取り込んだ公開草案は，特に費用化／inter-
activeの企業に適合するように修正され，IBM社の実務に対して譲歩をせま
ったのである。
４.３．投資家の見解
前章では，投資家は，ソフトウェア原価を研究開発費として認識し，資本
化が乱用されるという考えから費用化を選好しているのではないかと推定し
た。ここでは，実際の SFAS No. 86設定過程を考察することでより具体的な
内容に触れたいと思う。
まず，証券取引委員会（SEC）は，モラトリアムを発表した際に財務報告
指針概要書（Codification of Financial Reporting Policies）の中で，財務アナ
リスト連合会（Financial Analysts Federation : FAF）がソフトウェア会計に
関して次のような考え方を持っていること89)を明らかにした。
「１．そのようなコスト（ソフトウェアの原価）は，研究開発にごく近似
している。したがって，費用化されなければならない。
２．激しい技術進歩と産業内の厳しい競争状況のために，ソフトウェア
開発費の資本化はきわめて問題のある資産である。
３．主観性を必要とするために，ソフトウェア会計が乱用される可能性
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89) この見解は，FAFの財務会計指針委員会（Financial Accounting Policy Committee）
とおよそ40人の財務アナリストの見解である。ただし，少数ではあるが，反対意
見（資本化支持）も存在した。
がある90)｡」
次に，公開草案に対する投資家（財務アナリスト）の反応は，前述したと
おり，圧倒的に費用化を支持するものであった。各意見の理由について，ま
とめれば表４５の通りである。
財務アナリストは，投資分析などを行う関係からもわかるように,「利益
の質の低下」を最も懸念している｡「利益の質の低下」とは，具体的には将
来のライト・オフおよび利益のヴォラティリティを言及するものである。特
に，研究開発費会計でみられたような巨額のライト・オフは，急激な株価の
下落を生じさせるであろう。この結果，財務アナリストの利益予測の精度が
下落することにもつながるであろう。実際，資本化は，財務アナリストの利
益予測の精度を下げてしまうことも実証されている91)。
ここで重要なことは,「利益の質の低下」が「リスク及び不確実性｣，｢財
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90) 財務報告指針概要書（Codification of Financial Reporting Policies)§218. 02. a）
91) Aboody and Lev [1999] pp. 185188は，財務アナリストがソフトウェアの資本化
に反対する理由が利益予測の質を下げてしまうことに起因していると実証してい
る。本稿もこの意見に賛同するが，本稿は，投資家がソフトウェアを研究開発と
して即時全額費用化を主張する根拠がこれだけではないと考えている。
表４５ 投資家（財務アナリスト）の反応
表明意見 意見数 支 持 理 由 意見数（複数回答)
資 本 化 1 ソフトウェアの資産価値が株価に反映されていない 1
費 用 化 17
利益の質の低下（ライトオフ等） 11
比較可能性・一貫性の低下 9
リスク及び不確実性（収益および耐用年数等の推定) 9
財務諸表の信頼性の低下（主観的判断及び乱用等) 8
所得税増加（IRSの税法改正を含む) 8
開発過程の問題（製造原価と研究開発の区別等) 6
監査不能 6
SFAS No. 2と対立 2
務諸表の信頼性の低下（主観的判断および乱用)」に起因している点である。
なぜなら，リスクや不確実性が大きく，主観的判断や乱用が行われるために，
ソフトウェア原価の資本化額が恣意的にライト・オフされることになるから
である。投資家の具体的な意見を示せば次の通りである。
「現在即時費用化されている原価が資本化されることで，産業が本質的に自
由に将来のライト・オフをできる可能性がある。ライト・オフと利益のヴォ
ラティリティは，利益の質が減少するであろうと判断する投資家にとって，
もっとも嫌われるもの（anathema）である。一株あたり利益が高くなるの
を相殺するかのように，株価収益率が減少するであろう。投資家は，この規
制のために産業のファンタメンタルズの質が悪化するのを確認すれば，株価
は下落するであろう（Prudential-Bache Securities社)92)｡」
以上のようなライト・オフを指摘する意見は，研究開発費会計でも指摘さ
れていた点であったことは前章でも述べたとおりである。したがって，投資
家（財務アナリスト）は，研究開発費の資本化における問題点がソフトウェ
ア原価の資本化にも存在すると考えていたということができるであろう。そ
のため，投資家は，ソフトウェア原価の資本化に反発したことはあきらかで
あろう。
このような投資家の反発を避けるためには，ソフトウェア原価が研究開発
費ではなく製造原価であることをより強調しなければならない。特に，回収
可能性の要件は，SFAS No. 2で放棄したはずの選択的資本化と酷似してい
るため,「研究開発の資本化復活」と類推される可能性が高い。このため，
SFAS No. 86は，技術的実施可能性の要件に改訂されることになったのであ
る。
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92) FASB [1985b] p. 384. Prudential-Bache Securities社のコメントは，ソフトウェア
産業１，その他２，その他の産業１から引用され，これに同意する旨が記載され
ていた。
４.４．SFAS No. 86設定要因
上記のように，企業及び投資家の見解を考察してきたわけであるが，
SFAS No. 86に影響を及ぼした要因を次のように整理できるであろう。
まず，IBM社の資本化は，前章で述べたように，ソフトウェア原価の資
本化が公開草案へと採用される上で大きな影響があったと考えられる。特に，
IBM社は，開発過程で各段階の原価を研究開発費あるいは製造原価に分類
し，製造原価部分を資本化してきたのである。この結果，IBM社が「理想
的な資本化」を演じていたことを意味し，FASBはこれを無視して即時全額
費用化の基準を作成できなかったと考えられる。
次に，費用化実務に従う企業群は，公開草案で示された資本化範囲を削減
させる影響をもたらしたと考えられる。これは，公開草案が当該企業群に会
計方針の変更を迫ることになり，会計方針の変更は，監査や内部会計システ
ムの構築や税金などのコストを負担させる可能性が高かったからである。結
果として，SFAS No. 86の技術的実施可能性の要件に関する改訂は，当該企
業群への配慮からと考えられる。
最後に，投資家がソフトウェア原価を研究開発費として強く認識していた
ため，SFAS No. 86は，研究開発費と製造原価の線引きが行い，ソフトウェ
ア原価を製造原価として資本化しなければならないとしている。技術的実施
可能性の採用と回収可能性の放棄は，研究開発費の資本化ではなく，ソフト
ウェア原価の資本化が製造原価の資本化であることを強調するために採用さ
れたと考えられる。これは，ソフトウェア原価を依然として研究開発費とし
て考える投資家を説得する方法ではなかったと考えられるであろう。
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１．IBM社の資本化
２．ソフトウェア産業の反対
３．投資家の反対
５．ソフトウェア会計の経路依存
以上のように，アメリカでは，ソフトウェア原価の会計基準が確立するこ
とになる。ここでは，ソフトウェア会計の変遷を整理し，ソフトウェア会計
の経路依存について明らかにすることにしよう。ここでは時代区分を三つの
会計思考の形成期と SFAS No. 86の形成期・継続期から構成されていると考
える。
５.１．ソフトウェア原価＝研究開発費＝資本化可能という会計思考の形成
①の会計思考は，IBM社の分離価格政策に起因して「ソフトウェア」と
いうものにどのように対処すれば良いのかという点から生み出された思考で
ある。この会計思考は，経路依存と呼ばれる現象の根本的な要素から説明す
ることができる。経路依存がみられる理由は，個人のそれまでの経験から得
られた主観的な認識を基に状況対応策を形成することに起因する。すなわち，
個人が既存知識を用いて外部情報を認識し，新しいルーティンを形成するた
めに生じるのである。そして，こうした主観的な認識が個人間で共通し（間
主観性)，結果その状況対応策が多くの個人間でしたがって社会で支配的に
なると,「制度」となる93)。
具体的には,「ソフトウェア」の会計問題は，IBM社の分離価格政策にし
たがって登場した。このとき，IRSは,「ソフトウェア」を「無形資産」と
して位置づけるとともに,「試験研究費」と類似している点を指摘し,「ソフ
トウェア」を税務分類に適合させた。これは，IRSが試験研究費を用いてソ
フトウェア原価を認識し，①の会計思考を形成したことを意味する。もちろ
ん，IRSがこのような分類を作成した一因には，IBM社の分離価格政策に起
因し，さらにその原因には，連邦政府の反トラスト政策などの様々な要因が
関連している。いずれにせよ，IRSの対応の結果として，ソフトウェア原価
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93) Rizzello [1997] pp. 104111.
＝研究開発費＝資本化可能という，アイデアあるいはイデオロギーがソフト
ウェア原価に形成されたといえる。
５.２．ソフトウェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化という会計思考の
形成
②の会計思考は，SFAS No. 2 に起因して形成されたものである。SFAS
No. 2 は，資本化乱用問題に対処し，その当時巨額の資本化を行っていた
Lockheed社を救済するために，研究開発費を即時全額費用化するように命
じた。その結果,「研究開発｣＝｢ソフトウェア」という構図からの当然の帰
結として，②の会計思考が形成される。同時に，度重なる資本化乱用のため
に損害を被った投資家は，圧倒的にソフトウェア原価についても費用化を選
好することになる。また，投資家の反応を受けて，ソフトウェア産業も費用
化を受け入れるようになる。その結果として，支配的な実務に至るほど影響
力のある会計思考として，ソフトウェア原価が研究開発費と同様に費用化さ
れるというべきという会計思考を生み出したのである。
①と②の会計思考における共通項は，ソフトウェア会計が研究開発費会計
からの影響（経路依存）を受けているという点である。具体的には,「研究
開発｣＝｢ソフトウェア」という構図である。この構図は，IRSが「ソフトウ
ェア」という新しい概念に対して「研究開発費」という分類を与えたことで
発生した。そして，その構図の中で，企業と投資家は，研究開発費会計で認
識した，一部企業の資本化乱用（とそれに伴う巨額損失計上）をソフトウェ
ア会計にさえも関連させたのである。そうした連鎖の中で，①と②の会計思
考は生み出されたといえよう。
５.３．ソフトウェア原価＝製造原価＝資本化という会計思考の形成
③の会計思考は，①と②の会計思考とは別次元で形成されており，主に
IBM社の資本化処理に起因している。IBM社は，分離価格政策に起因して
ソフトウェア原価（コーディングとテスト）を資本化するという会計方針を
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打ち出す。ここで問題となるのは，IBM社は，一部の「ソフトウェア」を
「研究開発」としては認識していなかったことである。これは，IRS（それ
に続く企業と投資家の認識）と IBM社のソフトウェア原価に対する認識が
異なっていたことを意味する。ただし，1969年時点では，財務会計上，研究
開発費も資本化することができたため，定義上の分類が異なっていようとも，
ソフトウェア原価が会計問題にはなることはなかった。
問題は，SFAS No. 2が形成され，②の会計思考が形成された時に発生す
ることになる。すなわち,「ソフトウェア原価は研究開発費であるのか」と
いう点であり，この点は，当時の財務会計基準書では明確に示されなかった。
そのため，支配的な実務が費用化にあるにもかかわらず，IBM社を含む一
部企業がソフトウェア原価を資本化するという実務が誕生する。これが③の
会計思考を大きく支えることになる。特に，超優良企業たる IBM社の資本
化は，資本化に正当性を与える。この結果が SFAS 86の形成に大きな影響
（経路依存）を与えることになる。
５.４．SFAS No. 86の形成
SFAS No. 86は，②の会計思考と③の会計思考の併存・競合体制に終止符
を打つものであった。直接的な契機は，SECの FRR No. 12（モラトリアム）
に起因し，FASBの基準設定というアリーナで二つの会計思考が衝突したこ
とにある。基準設定過程の中で明らかにしたように，原案となったのは，③
の会計思考であり，IBM社の会計実務である。それが公開草案として具体
化することになった。これに対して，②の会計思考を支持する投資家および
ソフトウェア産業が反発し，公開草案に修正を迫り SFAS No. 86に至ったと
いう構図である。
各会計思考の支持基盤は，以下にまとめられるであろう。③の会計思考は，
当初からソフトウェア原価を資産として認識し続けた IBM社と，それに追
随して資本市場での「競争」のために資本化を採用する企業を支持基盤とし
ていた。これに対し，②の会計思考は，ソフトウェア原価を研究開発費と認
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識し続けた投資家と，支配的実務な費用化実務の中で適応してきた費用化企
業（内部会計システムの最小化・監査の簡易化・税コストの削減等の便益を
享受して企業）を支持基盤としていた。
以上のように SFAS No. 86が形成されるに至るが，きわめて顕著にみえる
のが IBM社の影響である。IBM社は，分離価格政策を採用し，ソフトウェ
ア産業を誕生させるともに，ソフトウェア会計に製造原価としての認識を誕
生させた。さらに，この認識は，会計基準として採用されるに至り，当時の
支配的な費用化実務を覆すまでに至る。このように，一連して IBM社が大
きく会計基準に影響してきたのである。
５.５．SFAS No. 86の継続
SFAS No. 86は，②の会計思考と③の会計思考が衝突し，それを調整した
結果であった。その後，SFAS No. 86は，現在に至るまで継続している。し
かし，1996年には，ソフトウェア製品協会（Software Publisher Association :
SPA）は,「投資家・アンダーライター・財務アナリストの大多数は，すべ
てのソフトウェア開発費を費用化したとき，ソフトウェア産業による財務報
告が改善される」という見解を示し，SFAS No. 86を廃止すべきという手紙
を FASBへと送付している94)。それにもかかわらず，SFAS No. 86はなぜ継
続しているのであろうか。この点ついては，次の二つの説明が可能である。
第一は，ソフトウェア原価の資本化が「企業が開発費と将来便益の対応計
算を行うシステム（企業の対応計算)」を促進するという点にある｡「企業の
対応計算」とは，情報劣位となる投資家にかわって，情報優位である企業が
ソフトウェア開発状況や成功状況に応じて資本化を行い，ソフトウェア資産
および調整済利益を開示することである。これによって，企業が実体的裁量
行動に陥ることを防止できるであろう。もちろん，この方法は，企業が裁量
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94) Aboody and Lev [1998] p. 162 (quoted in SPA Letter, March 14, 1996, p. 5). Aboody
and Lev [1998］は，SFAS No. 86の廃止提案が，①ソフトウェア産業が成熟した
ため，ソフトウェア開発費の資本化が報告利益を高めなくなったこと，②資本化
がアナリストによる利益の予測精度に逆効果であることを挙げている。
的にソフトウェア原価を償却することができることも意味している（会計的
裁量行動)。
この「企業の対応計算」は，ソフトウェア原価の資本化が投資家にとって
の価値関連性（Value-Relevance）を検証する実証研究によって確認されて
いる95)。したがって，ソフトウェア原価の資本化は，ソフトウェア開発情報
を投資家に対して伝達してきたといえるであろう。この結果，SFAS No. 86
は,「企業の対応計算」としての機能を果たしてきたと考えられる。ただし，
投資家は，会計的裁量行動に対する危惧に関心をなくしたわけではなく，こ
れが SPAの提案に如実に表れている。
第二は，ソフトウェア会計が研究開発費会計の影響から離脱できたことに
ある。このような認識を生み出したのは IBM社の初期認識に端を発してい
るが，IBM社の認識は会計基準設定によって社会的な認識（GAAPの解釈）
へと転換している。その結果，③の会計思考が SFAS No. 86として普及する
ことになり，ソフトウェア原価の一部は，製造原価として資本化されるよう
になったのである。したがって，ソフトウェア原価に対する「製造原価」と
しての認識が現在の SFAS No. 86を支えていると考えることかできる。
６．おわりに
以上のように，我々は，アメリカにおけるソフトウェア会計に関する現在
までの変遷を検討してきた。その結果，ソフトウェア会計においても，特殊
な「歴史事象」が会計基準の形成・継続にとって重要で明らかになった。こ
れは，ソフトウェア会計が会計理論だけによって支えられていたわけではな
いことを明らかにする。
アメリカのソフトウェア会計では，研究開発費会計の影響（①と②の会計
思考)，IBM社の影響（分離価格政策・③の会計思考の形成・SFAS No. 86
の公開草案への影響）が大きいといえる。研究開発費会計の影響は，投資家
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95) Aboody and Lev [1998] ; Den Adel [1999].
および大多数のソフトウェア産業の認識に見られ，ソフトウェア原価が即時
全額費用化すべきという見解を普及させることになった。これに対して，
IBM社の影響は，ソフトウェア産業の誕生の契機になるとともに，③の会
計思考を誕生・普及させ，支配的な GAAPの実務上の解釈を転覆させる会
計基準を設定させた。特に，IBM社の資本化実務は，研究開発費会計の影
響を凌いでいた点で最重要であるといえよう。
したがって，我々は，経路依存の概念が示すように，歴史事象がアメリカ
におけるソフトウェア会計の変遷を説明することができた。また，経路依存
にしたがって，アメリカのソフトウェア会計について分析することで，会計
教義の弱体化が顕著に見ることができた。すなわち，会計基準書では,「ソ
フトウェア」の会計教義がはっきりとみられないのである。この結果，各利
害関係者が各自の主観から研究開発費と製造原価の認識問題を巡って争い，
ソフトウェア原価の会計処理を紆余曲折させることになったのである。
このように，ソフトウェア会計の変遷を経路依存を用いて検討したが，我々
の検討できなかった課題が存在している。すなわち，IBM社が初期に資本
化を採用した理由が不明であるという点である。我々は，SFAS No. 86の設
定に対する IBM社の影響を確認することができたが，その前提となる IBM
社の資本化採用理由を確認することができなかった。
ただし，IBM社が資本化を継続採用した理由についてはある程度推測す
ることかできる。これは，IBM社のソフトウェア開発体制がメインフレー
ム時代の初期に形成されて以来，最近まで変更されなかったためであると考
えられる。IBM社前会長 Louis Gerstner Jr.は,「在庫システム，会計システ
ム，受注処理システム，流通システムは，程度の差こそあれ，メインフレー
ム時代の初期に作られたものから派生したのであり，その後，二十四の事業
部門の必要性に合わせてつぎはぎしていた」と述べている96)。おそらくは，
ソフトウェア原価の会計処理も，メインフレームのシステム360のビジネス
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96) 山岡・高遠訳［2002］94頁。
・モデルの一環として，IBM社の官僚主義的な環境の中で継承されていた
のではないかと考えられる。
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This paper examines the establishment of accounting standards. According
to Paton and Littleton, accounting standards should be expressed “a coherent,
coordinated and consistent body and doctrine (Paton and Littleton [1940] vi).”
However, accounting standards was politicized in 1970s, which created renewed
interest in the opinions and work of Paton and Littleton. Accountants and ac-
counting researchers explored how to explain accounting standards (ex. eco-
nomic consequences).
In this paper, accounting standards are examined to determine whether they
can be explained by the concept of path dependence. We consider whether ac-
counting standards are explained by the concept of path dependence. Path de-
pendence, according to North (1990, p. 94), is defined as “the consequence
of small events and chance circumstances” that can determine solutions that,
“once they prevail, can lead to a particular path.” According to the concept of
path dependence, accounting standards can be explained in terms of historical
events rather than by consistent accounting theories. Then, the history of SFAS
(Statement of Financial Accounting Standards : SFAS) No. 86 (Accounting for the
Costs of Computer Software to Be Sold, Leased, or Otherwise Marketed, 1985) is ex-
amined to determine whether it can be explained by the concept of path depend-
ence.
Before the publication of SFAS No. 86, many companies assumed that software
costs were a part of the research and development (R & D) effort. Therefore,
software costs were considered to be expenses, according to SFAS No. 2 (Ac-
counting for Research and Development Costs, 1974). However, a few companies,
such as, for example, IBM, considered software costs to be a part of manufactur-
ing costs. IBM was developing the capitalization of software costs from the origi-
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nal business practice. Through path dependency learning process, two cogni-
tions about asset or expense came into existence in themselves. Then cognitions
conflicted in the arena of SFAS No. 86 establishment process. The result is
SFAS No. 86.
